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厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2010年）
労働契約法17条

法の見直しの理由
は

有期労働契約のあり方をなぜ

見直す必要があるのですか。

Ａ　非正規労働者の増加と不安

定な雇用に対処するため

一つは有期契約労働者を含む非

正規労働者の増加です。

厚労省の「就業形態の多様化に

関する総合実態調査」（2010年）

によると、非正規労働者の割合は

07年は37.8％でしたが、10年は

0.9％アップの38.7％に増えていま

す。また、総務省の労働力調査で

も05年は32.6％でしたが、10年は

過去最高の34．3％に達していま

す。

非正規労働者の内訳はパート

847万人（48.3％）、アルバイト

345万人（19.7％）、契約・嘱託

330万人（18.8％）、派遣96万人

（5.5％）、その他137万人（7.8％）

で計1,755万人となっています（労

働力調査）。

全労働者に占める正規と非正規

の男女別の内訳を時系列で見る

と、95年に９割を超えていた男性

の正規労働者は10年に81.1％にま

労働ジャーナリスト・溝上憲文

5年超えで期間の定めなき契約へ建議

労働契約法の改正

で減少。非正規労働者が18.9％と

増加しています。女性は非正規労

働者の割合が上昇し、2000年初頭

に正規労働者を上回り、10年は

53.8％を占めています。

もう一つは、非正規労働者の増

加に伴い、雇用の不安定さと待遇

の低さが顕在化していることで

す。08年末のリーマン・ショック

以降、雇用情勢が急激に悪化する

過程で、いわゆる「非正規切り」

など有期契約労働者の雇用不安が

大きな社会問題になりました。厚

労省の「個別労働紛争解決制度施

行状況」（09年度）によると「い

つ解雇や雇止めされるかわからな

いから」不満とする者が有期契約

労働者全体の41.1％に上っており、

雇止めに関する紛争も増加してい

ます。

また、正規に比べて賃金の水準

が低いなど待遇の格差も指摘さ

れ、処遇の改善が叫ばれるように

なってきています。非正規労働者

の法令上の取扱いは派遣労働者、

短時間労働者、有期契約労働者の

３つに分かれます。派遣労働者に

ついては周知のように労働者派遣

法改正案が国会の継続審議となっ

ています。短時間労働者について

はパートタイム労働法において正

規との均等待遇の仕組みを設ける

など一定の保護が図られていま

す。

しかし、有期契約労働者の保護

を図る包括的な法令はありませ

ん。有期労働契約の場合、03年の

労基法改正により、期間の定めの

ある契約（有期雇用契約）は原則

３年、例外として５年に延長され

ました。ただし、１回の契約期間

の上限が３年というものであり、

何回も更新してもよく、実際に反

復更新を続けて長期に雇っている

企業が多いのが実状です。

有期契約労働者の保護に関して

は、労働契約法第17条に「やむを

得ない事由がある場合でなけれ

ば、その契約期間が満了するまで

の間において、労働者を解雇する

ことはできない」という規定があ

ります。しかし、あくまで契約期

間内であって契約期間が終了した

労働者を保護するものではありま

せん。

そこで有期契約労働者の雇用の

安定、公正な処遇を確保するため

に、有期労働契約法制の整備を含

厚生労働省の労働政策審議会は、昨年12月26日「有期労働契約の在り方」と題する報告書を小宮山洋子厚生
労働大臣に提出しました。この報告では、有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合は、労働者の申出に
より期間の定めのない労働契約に転換させる仕組みが必要だとして、労働契約法の改正を建議しました。
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海外派遣、海外出張の実務
特　集 1

１　海外出向は原則として個別同

意が必要

昨今の１ドル70円台後半を推

移する超円高となった為替相場を

受けて、生産拠点を海外に移転す

ることを考える企業も少なくあり

ません。実際、平成23年９月１

日に公表された経済産業省による

「現下の円高が産業に与える影響

に関する調査」の結果によれば、

現在の為替レート（１ドル76円）

が半年以上継続した場合には、調

査対象となった中小企業の28％

が海外生産比率を増加させて対応

する旨回答し、調査対象となった

大企業・製造業の46％が生産工

場や研究開発施設の海外移転によ

り対応する旨回答しており、企業

にとって従業員の海外出向は必然

的なものと考えざるを得ません。

ところが、知識・技術・経験があっ

て海外出向者候補となる可能性が

高いベテラン技術者等の従業員

は、入社時から定年まで日本国内

において勤め上げることを想定し

て入社していることが多いことか

ら、そこで、企業として生き残る

ための事業展開と従業員の今後の

生活設計との溝が生じることにな

ります。設問の会社においても、

海外出向に伴う労働環境の急激な

変化や今後の生活設計の変更等に

鑑みれば、原則として個別的同意

が必要となります。

２　合意があっても３年以内が望

ましい

そして、海外出向命令に関し、

従業員からの個別的な同意が得ら

派遣・出張編

Q1� 海外出向を拒否された場合の対応は

A 海外出向に関する規程の有無および会社の事業内容による

当社は、昨今の円高を受けて、昨年初めて東南アジアに現地法人を設立し、現地工場を稼働さ

せております。そこで、当社は、現地工場において現地労働者を指導する立場として、当社のベ

テラン技術者を現地法人に出向させようと考えております。ところが、当該技術者に打診したと

ころ、言葉に不安があるとの理由で出向に難色を示されました。当社の就業規則上、海外への出

向を予定した規定はありませんが、当該技術者に海外出向を命じることはできるでしょうか。

海外出向者は、日本国内とは全く異なる労働環境に置かれるため、会社が海外出向を命じるた

めには、原則として海外出向対象者の個別的同意がない限り、海外出向をさせることはできない

と考えます。設問の会社では、昨年まで海外における事業展開をしておらず、海外出向規程もな

いとのことなので、当該技術者の個別的同意がなければ、海外出向を命じることはできません。

ポイント

れたとしても、その海外出向期間

については、従業員による真意に

基づく同意があると評価されるた

めには、海外赴任をした従業員が

国内の変化に対応できる３年以内

であるのが望ましいと考えます。

なお、総合商社など海外取引が日

常的に想定される事業を営む会社

においては、海外出向先・海外出

向期間・出向先での労働条件等を

定めた海外出向規程が設けられて

いる場合がありますが、その場合

においても少なくとも採用時にそ

の海外出向規程の内容を明示して

おかなければ、従業員の真意によ

る同意がないと評価されかねませ

んので、実務対応としては個別的

な同意をとることが安全でしょう。

 （弁護士・安藤源太）

最近の急激な円高の傾向とも相まって、海外へ進出したり、提携する企業はますます多くなってきています。それに

伴い、海外出向、海外出張も活発化していますが、同時にトラブルも増えてきています。今号では、海外で勤務する場

合の問題点を見ていきます。
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特　集

特　集

わが社に根付け！若者世代
2

１　「単純な二分極化時代」は終

わっていることに気づく

インターンシップを例に考えて

みても分かるように、ビジネスス

キルを身につけたい、自分を生か

す仕事があるのかを知りたいな

ど、自発的で積極性のあるタイプ

と、やる気はなかったものの教授

に勧められたからなど他人任せで

消極的なタイプに学生は二分極化

していますね。

ところで、前者は個々に自分の

なりたい姿ができ上がり、自我が

強いので十把一絡げにはなりませ

ん。前者をＡグループ、後者をＢ

グループとすると、前者が「Ａ」

「ａ」「Ａ’」など多様な分子で構

成されているという現象が起きま

す。単純な二分極化ではないた

め、これさえやれば大丈夫という

ものはない、といっても過言では

ありません。

２　積極的な層には個別教育の強

化、消極的な層には共通の基礎

教育

では、どうすればよいのかとい

うと、多様性ある教育を行うしか

方法はありません。

積極的な層には、個別に能力を

伸ばす教育制度とカリキュラムが

必要であり、メンター制度やブラ

ザー・シスター制度が効果を発揮

します。

消極的な層に関しては、まず全

員の底上げからのスタートとなる

ので、基礎教育を徹底して一斉に

行います。ここで個人の能力を伸

ばそうなどと考えるとたいてい失

敗します。まず、合格クラインを

超えるところまで引き上げます。

Q1� 今どきの若者気質を理解して、新卒研修に生かしたいのですが

A 「これだけは」が通用しないのが最近の若者気質です

バブル時期から新卒教育を手がけてきた人事部門管理職です。それなりに若者気質を理解し、

よい研修を作ってきたつもりですが、最近の若手は以前のようにうまくいきません。「これだけ

は」という留意点を教えてください。

積極派、消極派に分けてそれぞれに異なる対応が必要です。それぞれ存在を認め、居場所を作

ることがポイントです。

ポイント

厳しい就職活動を経てきたはずの新卒者や、入社間もない若者世代の社員がすぐに辞めてしまって定着しないという

嘆きはよく聞かれます。若者世代の内定辞退、早期離職防止について解説してもらいます。

存在を認めて会社に居場所を作っ

てあげることが必要なので、一人

ひとりの話を聞く時間を惜しんで

はいけません。ただし、上司や先

輩の業務に支障が出ては困るの

で、あらかじめ時間を区切りま

す。「今日は君のための時間を

作ったよ。ただし残念なことに〜

のための業務があるので10分間

だ」という具合です。

なお、積極的・消極的の層いず

れも「ゆとり教育」を受けてきた

ことを忘れずに。競争が不得手、

興味関心は自分、社会参加への関

心は未経験という理由からであ

る、などです。この時代の学校教

育カリキュラムは若年層理解のた

めに、とても参考になるのでご参

考にすることをお勧めします。 

（㈱自分楽代表取締役・﨑山みゆき）

﨑山みゆき（さきやま・みゆき） 
1965年生まれ、桜美林大学大学院修士（MA）。静岡大学院客員
教授・株式会社自分楽代表取締役・産業カウンセラー。専門分野
コミュニケーション、教え方、ストレスケア。著書「エンジニア
のためのコミュニケーションの技術」（あさ出版）「新入社員のた
めのマナー＆コミュニケーション」（労働調査会）他多数。
http://www.jibungaku.com

ひとくちメモ
●インターンシップ
「学生・生徒が、自己の適性を把握したり、職場の業務内容を理解す

るため、在学中に企業などで一定期間行なう就業体験およびその機会
を与える仕組み」（「人事労務用語辞典」日本経団連）と定義づけされ
ています。



word.196

海外派遣

海外派遣とは日本国内の事業場

で雇用され就労していた労働者

を、海外の関連会社、つまり現地

法人や提携先企業等の事業所に派

遣することをいい、海外の事業所

に転勤、出向、転籍させることを

いいます。なお、労災保険では、

海外出張と区別し、海外出張とは

単に労働の提供の場が一時的に海

外にあるにすぎず、日本国内の事

業場に所属し、その事業場の使用

者の指揮に従って勤務する場合を

いうこととされ、こうした海外出

張の場合には、日本の労災保険が

適用されます。

海外派遣に該当する場合には、

特別加入の方法をとらない限り労

災保険の適用はされないことと

なっています。なお、一般的な言

葉で海外駐在といったものがあり

ますが、これは各企業によりさま

ざまな定義がなされており、現地

の情報収集や拠点の維持・確保の

ために中長期的に海外に勤務する

ことをいう場合が多く、また、海

外赴任といった言葉は同様に、海

外出張との比較で勤務地自体が海

外となり、住居の移転を伴う場合

を呼んでいることが多く、これら

の言葉は税金の扱い等で区別する

企業もあるようです。

word.197

属地主義

主に犯罪行為を裁く場合に、犯

罪を犯した国の法律によって裁く

ことを指し、我が国の刑法は、属

地主義を採用しており、労働基準

法等の強行法規の労働保護法規に

ついても、属地主義が採用されて

います。また海外派遣労働者に対

する労働基準法の適用としては、

「労働基準法違反行為が国外で行

われた場合には、刑法総則の定め

るところにより罰則は適用されな

い。（昭25・8・24　基発第776号）」

とされているところです。

ところで、法の適用についての

一般原則ですが、これは法の適用

に関する通則法によることとな

り、その第７条において「法律行

為の成立及び効力は、当事者が当

該法律行為の当時に選択した地の

法による。」こととされ、また第

９条により「当事者は、法律行為

の成立及び効力について適用すべ

き法を変更することができる。

……」となっていますので、当事

人事労務の

ワード基基基 礎礎礎
者の意思により決定されるものと

なります。しかし労働契約につい

ては特例として第12条第３項に、

「……選択がないときは、……当

該労働契約において労務を提供す

べき地の法を当該労働契約に最も

密接な関係がある地の法と推定す

る。」として現地法を推定してい

ます。なお「……最も密接な関係

がある地の法以外の法である場合

であっても、労働者が当該労働契

約に最も密接な関係のある地の法

中の特定の強行規定を適用すべき

旨の意思を使用者に対し表示した

ときは……その強行規定をも適用

する。（第12条第１項）」として

いますので、注意が必要です。

word.198

就労ビザ

そもそもビザとは「査証」をい

い、外務省によりますと、旅行先

の国が、訪問を希望する者のパス

ポートの有効性や訪問目的、滞在

期間、入国の適格性などを審査し

たうえで、訪問させても差し支え

ないと判断した場合に発行するも

ので、いわば入国推薦書といった

ものです。ですから就労ビザは、

渡航先国における就労が認められ
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「職場再適応」ということ
メンタルヘルス不調者の職場復帰支援に当

たって、通常何らかの就業上の配慮が必要なこ

とは、以前にも本欄で述べました。症状が消褪

し、生活リズムが回復しても、元と同じ仕事を

従来通りこなすまでには少し時間がかかります

し、復職当初はストレスも強くなりがちです。

病状の再燃・再発を予防するためにも、復職後

数ヵ月は慎重に仕事を進めていけるようにした

いものです。うつ病について言えば、再発を繰

り返すほど、次の再発が生じやすくなること

が、研究結果として報告されています。

何らかの傷病で長期に休業していた労働者が

復職し、また、上司や同僚とともに安定した仕

事ができるようになることに対して、「職場再

適応」という表現を用いることがあります。こ

の「職場再適応」のための支援をいかに行うか

も、職場復帰支援の大きな課題の一つといえる

のです。復職の可否判定を慎重に行うことと同

等か、あるいはそれ以上に大切であるという専

門家もいるほどです。

これまで幾度も引用してきた「心の健康問題

により休業した労働者の職場復帰支援の手引

き」（厚生労働省、2009）にも、この時期の重

要性が記されています。

休業や不定期の欠勤を繰り返していると、い

くらそれが病気によるものであっても、職場の

信頼は失われていくのが実情でしょう。本人の

職場に対する後ろめたさのような気持ちも高ま

りがちとなり、そうした面も、職場再適応を困

難にしていきます。

主治医との連携
メンタルヘルス不調では、大半の例で、復職

後も主治医のもとへの通院は続くことになりま

す。病状にもよりますが、治療薬もかなり長期

間をかけて段階的に量を減らしていきます。し

たがって、職場と主治医の連携は、復職後も継

続していくべきです。

職場から主治医に伝えた方がよい内容として

は、復職後の仕事内容、それが以前の仕事と、

内容や負担面でどのくらい異なっているか、当

該労働者の仕事ぶり、以前の本人と変わった点

があればその変化、今後の仕事や職場異動の可

能性などが挙げられます。これらに関する情報

は、治療のためにも有用で、主治医が治療内容

を見直すための材料にもなることがあります。

職場から主治医への連絡は、通常当該労働者

を介して、すなわち本人に連絡票を持たせた

り、上司や産業保健スタッフが診察の場に同席

したりすることによって行いますが、主治医に

限られた時間の中で理解を深めてもらえるよう

に、要点を絞った伝え方をしたいものです。

また、主治医から伝えられた情報は、休業中

と同じく、管理方法を明確にしておく必要があ

ります。

フォローアップの仕方
前述したように、症状が消褪し、生活リズム

が元に戻っていても、復職時点では、メンタル

ヘルス不調に陥る前と比べて、ストレスが蓄積

されやすかったり、それによって体調を崩しや

すかったりということがよく見られます。

したがって、復職後少なくとも半年程度は、

産業医や人事労務管理者が、定期的に当該労働

者および上司と面接の場を設け、復職時に立て

た計画通り仕事に取り組めているかどうか、症

状の再燃・再発がみられないか、当該労働者と

同僚との軋轢や以前はみられなかった症状の出

現など、新たな問題が生じていないかといった

産業医科大学教授　廣　尚典

復職後はどのような支援をすべきですか？

QQQQ AAA 実務& の

連 載

［第8回］

Q
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Ｑ１　どんな事件ですか

Ｘは平成21年３月に大学を卒業する予定の

学生で、平成20年春から翌年４月の新卒入社

のための就職活動を行っていました。Ｙはマン

ションの開発販売等を主な事業とする株式会社

で、翌年の新卒入社者の採用活動を行っていま

した。ＸはＹの採用面接等を受けてＹから内々

定の通知を受けました。平成20年７月７日に

はＹの求めに従ってＸがＹに対し「入社承諾書」

を提出しました。また、ＹはＸに同年10月２日

に採用内定通知書を交付することとしており、

Ｘはその交付日にＹに赴くことをＹに対して連

絡していました。ところが、Ｙは内定通知書交

付日の２日前である同年９月30日にＸに対し、

内定通知書交付は行わないことを通知しました

（以下、「本件内々定取消し」といいます）。Ｘ

は内定の２日前に本件内々定取消しをされたこ

とに対して、本件内々定取消しは違法であると

主張して債務不履行又は不法行為に基づく損害

賠償合計115万円（請求する損害の内訳　慰謝

料100万円、就職活動費５万円、弁護士費用10

万円）の支払いを求めて提訴しました。

Ｑ２　何が争点となったのでしょうか

Ｘは内々定によって翌４月からの始期付解約

権留保つき労働契約が成立し、Ｙの本件内々定

取消しは労働契約の一方的な解約に当たり、労

働契約が履行されなかったことを前提として慰

謝料等の損害賠償請求が可能であると主張しま

した。Ｙは内々定によってはいまだ労働契約が

成立したとは認められず、本件内々定取消しに

は事業環境の急速な悪化などやむを得ない理由

があり、信義則に反するものではないと主張し

ました。

Ｑ３　�判決の具体的な内容はどうだった
のですか

Ｘの請求に対し、第一審の判決では本件内々

定取消しはＹのＸに対する不法行為に当たると

して85万円の損害賠償（慰謝料75万円、弁護

士費用10万円）を命じました。これに対し、

本判決では本件内々定取消しは労働契約締結過

程における不法行為に当たるとしましたが、認

定した損害額は22万円（慰謝料20万円、弁護

士費用２万円）に減額しました。

本件内々定の性質については、労働契約が成

立したと認められる内定とは明らかに異なると

認めました。内々定後、ＸとＹとの接触状況は

１回説明会が行われたのみで、それ以外のいわ

ゆる入社前教育は一切行われず、ＹによってＸ

の他社への就職活動の継続が制限されることも

ありませんでした。一般的にも、実際に内々定

を得た後も就職活動を継続して複数の企業から

内々定のみならず内定を得る学生もいることが

ＸＹともに認識されていました。これらの事実

から、「内々定は内定（労働契約に関する確定

的な意思の合致があること）とは明らかに異な

り、内定までの間、企業が新卒者をできるだけ

囲い込んで、他の企業に流れることを防ごうと

する事実上の活動の域を出るものではない」と

認めました。

本件内々定取消しについては、「契約当事者

は、契約締結のための交渉を開始した時点から

信頼関係に立ち、契約締結という共同目的に向

かって協力関係にあるから、契約締結に至る過

程は契約上の信義則の適用を受けるものと解す

べきである。係る法理は労働契約締結過程にお

いても異ならない」と述べたうえで、内定直前

である２日前に突然本件内々定取消しを行って

いること、Ｙは本件内々定取消しが急撃な景気

悪化にともなう収益の落ち込み等によってやむ

弁護士・木下潮音

Q A で 読 む& 最新労 判働 例連載

第 3回 コーセーアールイー事件
平23・2・16　福岡高判

採用内々定は労働契約未成立だが直前取消しは不法
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第17回　労働移動支援助成金・求職活動等支援給付金
地方にある製造所のひとつ

を、あと数カ月で閉鎖すること

が決まっています。しかし、ベ

テラン従業員の中には転勤せず、地元で

再就職先を探したいという者が少なくあ

りません。当社としても取引先に紹介す

るなどサポートしていきますが、退職者

を出すときでも利用できる雇用関係の給

付金はないでしょうか。

 

求職休暇１人につき12万円

離職する労働者に、在籍中

からの再就職活動のための休

暇を与えた企業は、労働移動

支援助成金のなかの「求職活動等支援給

付金」を受給することができます。事前

に再就職援助計画の認定を受けるといっ

た要件があります。支給金額は休暇１日

あたり4,000円、最大30日分で、１人に

つき12万円が上限になります。

雇用関係の助成金・給付金の多くは、

雇用保険料で運営しています。そのた

め、雇入れ給付金や雇用調整助成金に代

表されるような、新規に従業員を採用し

たり、従業員の雇用を維持したりすると

きに受給できるというイメージがありま

す。その意味で、この助成金は異質とい

えるでしょう。

再就職援助計画の作成

今回の製造所の閉鎖により、大勢の退

職が見込まれるときは、助成金にかかわ

らず、ハローワークへ届出義務がありま

すので、まずはそちらを確認してくださ

い。

事業規模の縮小で、１ヵ月以内に30

人以上が離職する際は、最初の離職が発

生する１ヵ月前までに、「再就職援助計

画」（※次ページ参照）を作成して、所

轄ハローワークへ提出し、計画の認定を

受けなければなりません。計画の作成に

あたっては、労働組合等の意見を聴く必

要があります。

受給の要件

受給するには、２つのパターンがあり

ます。

①　前記の再就職援助計画にもとづい

た、求職活動の支援

なお、離職者が30人未満で、この計

画の提出が義務づけられていない場合で

も、任意で作成することができます。

②　求職活動支援基本計画書にもとづい

た、求職活動の支援

「解雇等により離職する45歳〜64歳の

者」または「定年や継続雇用の終了によ

り離職する60歳〜64歳の者」の、再就

職援助措置、対象人数などを記載した書

面です。

受給に当たり、いずれの計画も、労働

者の過半数代表者から同意を得る必要が

あります。

①②のいずれかにより、年次有給休暇

とは別に、対象者（離職が見込まれる従

業員）に、求職活動のための休暇を与え

たとき、助成金が支給されます。休暇中

は、通常賃金以上の金額を支払う必要が

ありますので、ご注意ください。

支給額は、休暇１日当たり4,000円で、

通常賃金がこれを下回るときは、通常賃

金の額になります。対象者１人につき、

30日分が限度です。中小企業の場合、１

日当たりの支給額は7,000円に増額され、

支給上限は21万円になります。

シ リ ー ズ 助成金・給付金Ｑ ＆ Ａ
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